
令和 2年第 3回定例会 意見書(案)一覧 

 

意  見  書  （案） 

意見書案第 1号 国土強靱化に資する道路の整備等に関する意見書 

意見書案第 2号 ドクターヘリの安定・持続的運用への支援強化を求める意見書 

意見書案第 3号 新型コロナウイルス感染症対策の強化等を求める意見書 

 



意見書案第 1号 

 

   国土強靱化に資する道路の整備等に関する意見書 

 

 上記意見書を別紙のとおり提出する。 

 

 

令和 2年 10 月 1 日 

 

発議者 北広島市議会議員  中 川 昌 憲 

賛成者    同      山 本 博 己 

 同     同      木 村 真千子 

 同     同      鶴 谷 聡 美 

 同     同      佐 藤 敏 男 

 

 

提案理由  住民に最も密着した市町村道に至る道路網の計画的・体系的 

整備の必要性や、新型コロナウイルス感染症終息後の物流・ 

観光をはじめとする経済活動の復興における道路の重要性など 

を踏まえ、より一層の道路整備の推進や管理の充実・強化が 

図られるよう、特段の措置を講ずるよう強く要望する。 

 

提出先   内閣総理大臣外関係大臣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

国土強靱化に資する道路の整備等に関する意見書 

 

北海道は、豊かで美しい自然環境や広大な大地と海に育まれた豊富で新鮮な食など、多様

な魅力を有しており、国内外より訪れる観光客の増加が続いていたが、今般の新型コロナウ

イルス感染症拡大の影響により、本道の経済は食産業や観光業、農林水産業など幅広い分野

において、大きな打撃を受けている。 

今後は、感染抑制のための取組を継続しながら、経済活動との両立を図ることや復興に向

けた取組を加速することが必要であり、そのためには、北海道の強みである「食」や「観光」

に関連する地域（生産空間）が持つ潜在力が最大限発揮されるよう、生産性の向上に資する

高規格幹線道路ネットワークの早期形成や機能向上が必要不可欠である。 

また、本道は近年、豪雨、暴風雪、地震、津波などの自然災害時に発生する交通障害、多

発する交通事故、道路施設の老朽化など、様々な課題を抱えている。加えて、本州に比べ積

雪寒冷の度合いが特に甚だしく、除排雪等に要する費用も多額となっている。 

こうした中、地方財政は依然として厳しい状況にあることから、国と地方の適切な役割分

担のもと、道路整備・管理に必要な予算を安定的かつ継続的に確保することが重要である。 

よって、国においては、住民に最も密着した市町村道に至る道路網の計画的・体系的整備

の必要性や、新型コロナウイルス感染症終息後の物流・観光をはじめとする経済活動の復興

における道路の重要性などを踏まえ、より一層の道路整備の推進や管理の充実・強化が図ら

れるよう、次の事項について特段の措置を講ずるよう強く要望する。 

 

記 

 

1 長期安定的に道路整備・管理が進められるよう、新たな財源を創設するとともに、道路

関係予算は所要額を満額確保すること。 

 

2 令和 2 年度までの限定的な措置となっている「防災・減災、国土強靱化のための 3 か年

緊急対策」を継続し、対象事業の範囲を拡充すること。また、地方が国土強靱化地域計

画に基づく事業を着実に推進するため、必要な予算を確保するとともに、緊急自然災害

防止対策事業債等の継続を含めた地方財政措置制度の充実を図ること。 

 

3 道路施設の老朽化対策を推進するため、点検・診断・補修などのメンテナンスサイクル

を確立し、予防保全を含む戦略的な維持管理・更新事業を行うための技術的支援の充実

を図るとともに、対策予算を確保すること。 

 

4 冬期交通における安全性の確保、通学路などの交通安全対策、無電柱化の推進、安全で

快適な自転車利用環境の創出、北海道観光の発展に資する交通ネットワークの形成など、

地域の暮らしや経済活動の復興を支える道路の整備や管理の充実を図ること。 

 



 

 

5 道央圏においての主要幹線道路は、複合災害発生時における避難道路としての機能も有

していることから、こうした道路の事業について、国の負担割合を引き上げるとともに、

早急な整備と適切な管理を図るために必要な予算を別枠で確保すること。 

 

6 災害発生時の迅速かつ円滑な復旧等のため、北海道開発局及び開発建設部の人員体制の

維持・強化を図ること。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 

 

 

令和 2 年 10 月 1 日 

北海道北広島市議会 

 



意見書案第 2号 

 

   ドクターヘリの安定・持続的運用への支援強化を求める意見書 

 

 上記意見書を別紙のとおり提出する。 

 

 

令和 2年 10 月 1 日 

 

発議者 北広島市議会議員  木 村 真千子 

賛成者    同      中 川 昌 憲 

 同     同      山 本 博 己 

 同     同      鶴 谷 聡 美 

 同     同      佐 藤 敏 男 

 

提案理由  全国におけるドクターヘリの運航状況を直視するとともに、 

ドクターヘリが、今後も救命救急の切り札として、安定的かつ 

持続的な運用の下、引き続き多くの人命救助に貢献できるよう、 

早急に取り組むことを強く求める。 

 

提出先   内閣総理大臣外関係大臣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

ドクターヘリの安定・持続的運用への支援強化を求める意見書 

 

ドクターヘリは、道路事情に関係なく医師や看護師を乗せて時速 200 キロで現場に急行

し、患者を機内で治療しながら医療機関に搬送できる。2001 年の本格運航以来、これまで全

国 43 道府県に 53 機が配備されている。搬送件数も年々増加し、2018 年度には 2万 9000 件

を超えた。7月に九州地方を襲った豪雨被害でも出動しており、“空飛ぶ治療室”の役割は

着実に増している。 

一方、ドクターヘリの要請・出動件数の増加に伴い、運航経費と公的支援との間に乖離が

生じている。出動件数の増加は、整備費や燃料代、さらにはスタッフの人件費などの経費増

に直結するため、事業者の財政的な負担は年々重くなっている。ドクターヘリの運航にかか

る費用の多くは国が交付金などで手当てしているが、追い付いている状況にない。 

そこで政府においては、全国におけるドクターヘリの運航状況を直視するとともに、ドク

ターヘリが、今後も救命救急の切り札として、安定的かつ持続的な運用の下、引き続き多く

の人命救助に貢献できるよう、下記の事項について早急に取り組むことを強く求める。 

 

記 

 

1 ドクターヘリ運航にかかる必要経費増加の実態をはじめ、地域ごとの年間飛行回数や時

間の違いを的確に把握し、適正かつ効率的な運用に見合う補助金の基準額を設定するこ

と。 

 

2 消費税の増税に伴い運行事業者の財政的な負担が増大した現状を踏まえた適切な補助

金基準額の改善および予算措置を図ること。 

 

3 ドクターヘリ運航の待機時間や飛行前後の点検時間を含めた操縦士などスタッフの勤

務実態を的確に把握するとともに、適正な労働環境の確保を図ること。 

 

4 ドクターヘリ機体の突発的な不具合時における、代替機の提供や運航経費の減額など、

実質的に運行事業者に負担が強いられている現状を是正するとともに、安全基準に基づ

いた代替機提供責務の適正化を図ること。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 

令和 2 年 10 月 1 日 

北海道北広島市議会 

 



意見書案第 3号 

 

   新型コロナウイルス感染症対策の強化等を求める意見書 

 

 上記意見書を別紙のとおり提出する。 

 

 

令和 2年 10 月 1 日 

 

発議者 北広島市議会議員  山 本 博 己 

賛成者    同      中 川 昌 憲 

 同     同      木 村 真千子 

 同     同      鶴 谷 聡 美 

 同     同      佐 藤 敏 男 

 

 

提案理由  新型コロナウイルス感染症との闘いは長期化することも見込 

      まれており、検査体制・医療提供体制のさらなる充実のほか、 

      重篤化のリスクが高い方が多く利用する社会福祉施設における 

クラスター対策等、現下の感染症を確実に抑え込みつつ、次な 

る感染拡大の波に確実に対応できるよう、より一層のスピード 

感を持った対応が必要であることから、早急に対策を講ずる 

よう強く要請する。 

 

提出先   内閣総理大臣外関係大臣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

新型コロナウイルス感染症対策の強化等を求める意見書 

 

新型コロナウイルス感染症の全国的な広がりの中、政府が全都道府県を対象として発令し

た緊急事態宣言のもと、各都道府県においては、検査・医療提供体制の確保をはじめ、緊急

事態措置による外出自粛や休業要請等の住民・関係者が一丸となった取り組みを進め、5月

25 日には全都道府県において緊急事態宣言が解除された。 

北海道においては、2月中旬からの患者の急増に引き続き、第 2波ともいえる感染拡大を

経験してきており、今後においてはこれまでの経験を活かしながら感染症対策と社会経済活

動を両立させていくこととしている。 

しかしながら、新型コロナウイルス感染症との闘いは長期化することも見込まれており、

検査体制・医療提供体制のさらなる充実のほか、重篤化のリスクが高い方が多く利用する社

会福祉施設におけるクラスター対策等、現下の感染症を確実に抑え込みつつ、次なる感染拡

大の波に確実に対応できるよう準備を進める必要がある。 

また、外出時自粛や観光客減少等により、宿泊・旅行業、飲食業をはじめとしたサービス

業を中心に消費が著しく減退し、製造業等でも部品・原料調達ができないことによる受注・

販売機会の損失の発生が見られるなど、道内の中小・小規模企業の経営環境は非常に厳しい

状況にあり、さらに雇用の維持や従業員の生活安定など様々な方面に関しても一段と厳しさ

を増しつつある。 

よって、国においては、より一層のスピード感を持った対応が必要であることから、以下

の事項について早急に対策を講ずるよう強く要請する。 

 

記 

 

1 新たな検査方法への対応を含め、検査体制整備への取り組みに対する財政的支援の継続

とともに、簡易検査キットの開発を含め、検査対象基準の見直し等、更なる検査体制の

充実を図ること。 

 

2 次の流行の波に備え、医療機関や社会福施設等の医療・介護従事者に対する支援の充実

とともに、感染防護に必要なマスク・ゴーグル、防護服等の資機材の核や計画的な備蓄

等、再流行期に不足が生じないよう、国の責任において確保すること。 

 

3 国際社会と連携し、感染拡大防止に有効であるワクチンや治療薬を開発し、早期に供給

すること。 

 

4 住民からの相談対応や検体・患者搬送、積極的疫学調査等、多岐にわたる保健所の感染

対策業務に係る経費に対する財政措置を充実すること。 

 

5 新型コロナウイルス感染症患者の受け入れに当たり、一般病棟の休止や救急患者の受け

入れ停止などにより大幅な減収を余儀なくされ、経営に大きな影響を被っている医療機



 

 

関に対するさらなる財政的支援を行うこと。 

 

6 子ども・高齢者・障害福祉施設でクラスターが発生した場合においても、必要なサービ

スを提供できるよう、福祉従事者等の応援体制の構築や職員確保・定着のための継続的

な財政支援を行うこと。 

 

7 感染症の影響が長期化し、個人事業主や中小企業の経営悪化が深刻化する中、緊急かつ

万全な中小・小規模企業への金融支援対策や各種税の支払い等に関する柔軟な対応、業

種職種を問わず、個人事業主をはじめ、あらゆる事業者・労働者への支援策の充実や新

規学卒者等の採用に対する特段の配慮等、当面の事業継続・雇用維持に万全の対応を行

うこと。 

 

8 地域の中小企業の需要喚起に向けた取り組みを、感染収束の各段階に応じ効果的に行う

とともに、国による「GoTo キャンペーン」を効果的な事業とするため、時期を逸するこ

となく実施するほか、制度設計に当たっては、これまでの感染状況やそれに起因する地

域経済への影響を踏まえること。 

 

9 緊急事態宣言の発出に伴う外出自粛により、観光業・飲食業をはじめ事業者に多大な影

響が生じており、さらに休業要請に応じた事業者は大きな売り上げ減少に直面している

ことから、宣言を発出した国の責任のもと、事業者へできる限りの損失補填を行うこと。 

 

10 北海道においては、学校の臨時休業が長期化したことから、影響を受けた子どもたちに

対し、学びの保障に向けた ICT 機器の整備、人的支援、衛生用品の確保等、優先的な環

境整備を行うこと。 

 

11 新型コロナウイルス感染症拡大の影響による景気低迷等に伴い、国税や地方税について、

大幅な減収が見込まれることから、地方自治体の財政運営に支障が生じないよう、十分

かつ確実な財源措置を講ずること。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 

 

 

令和 2 年 10 月 1 日 

北海道北広島市議会 

 



令和 2年第 3回定例会 請願に関わる意見書（案）一覧 

 

意  見  書  （案） 

意見書案第 4号 
新型コロナウイルス感染症を収束させるために、必要な財政措置

を講じることを求める意見書 

意見書案第 5号 
新型コロナウイルス感染症を克服するための教育の実施を求める

意見書 

 

  

 



意見書案第 4号 

 

新型コロナウイルス感染症を収束させるために、 

必要な財政措置を講じることを求める意見書 

 

 上記意見書を別紙のとおり提出する。 

 

 

令和 2年 10 月 1 日 

 

発議者 北広島市議会議員  木 村 真千子 

  同          同      島 崎 圭 介 

賛成者    同      鶴 谷 聡 美 

同     同      永 井   桃 

 同     同      中 川 昌 憲 

 同     同      青 木   崇 

 同     同      久保田   智 

 同     同      人 見 哲 哉 

 同     同      小田島 雅 博 

 同     同      佐々木 百合香 

 同     同      稲 田 保 子 

 同     同      桜 井 芳 信 

 同     同      滝   久美子 

 同     同      大 迫   彰 

 

 

 

提案理由  新型コロナウイルス感染症を収束させ、国民の命と暮らしを 

守るために、措置を講じるよう強く要望する。 

 

提出先   内閣総理大臣外関係大臣 

 

 

 

 

 



 

 

新型コロナウイルス感染症を収束させるために、 

必要な財政措置を講じることを求める意見書 

 

新型コロナウイルス感染症の一日の全国の感染者数は、4月の第 1波では最大 720 人とな

り、5月にかけて減少したが、6月中旬から第 2波と思われる増加に転じ、7月 30 日には全

国で一日の感染者が 1,578 人に達している。 

今まで PCR 検査体制不備やまた休業自粛に補償が伴わないため、休業したくてもできない

等の状況があり、さらに医療機関への支援が不足していたために、感染者の隔離や保護が十

分にできなかったことなどが、感染が抑えられない大きな要因であったと思われる。 

しかしながら、PCR 検査センターや発熱外来の設置には多額の費用がかかるため、医療機

関や自治体が単独で多数を設置することは困難である。 

加えて、医療機関の状況も深刻である。全国保険医団体連合会のアンケート調査では、外

来患者数、保険診療収入が減少し、5 割以上の病院で保険診療収入が 10％から 30％まで減

少している。とりわけ、耳鼻科や小児科の収入減少が大きく、約 7 割で 30％以上収入が減

少している。 

さらに、新型コロナ患者を受け入れている医療機関においては、13.6％もの赤字になって

いるとの結果が示されている。このままでは、多くの医療機関の経営が破綻し、医療崩壊と

いう最悪の事態を招きかねない。 

また、事業者においても、一定期間にわたり休業や自粛を求めたことで、収益が激減し、

事業者の経営破綻や事業者及び従業員の大幅な収入減等の状況が、既に起こりつつある。 

よって、国においては、新型コロナウイルス感染症を収束させ、国民の命と暮らしを守る

ために、以下の措置を講じるよう強く要望する。 

 

記 

 

1 PCR 検査センターや発熱外来設置のための財政支援を一層強化すること。 

 

2 感染者受け入れのための整備や感染症防止対策のための費用を全額国の負担とし、医療 

機関の収入減少分についても、医療崩壊を防ぐため国が一部を補填するなど、医療機関

への支援を強化すること。 

 

3 事業や雇用を守るため、事業者の休業・自粛に対しては、本来の収入の一定額以上を補

償するなど、休業と補償を一体化した施策を実施すること。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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提案理由  新型コロナウイルス感染症の影響による諸課題を解決し、豊か 

な知識を身につけた未来に活躍する多様な人材を輩出するため、 

措置を講ずるよう、強く要望する。 

 

提出先   内閣総理大臣外関係大臣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

新型コロナウイルス感染症を克服するための教育の実施を求める意見書 

 

 新型コロナウイルス感染症対策のため、国は急きょ全国一斉に小中学校休校措置を行い、

6月からは各学校において分散登校を実施、児童生徒や教育関係者には、大きな負担や混乱

が生じた。 

学習環境は大きく様変わりし、多大な授業時間の消失を取り戻すために、詰め込み授業や

夏休みの大幅短縮などが行われ、将来にわたって子どもたちに深刻な影響を及ぼすことが懸

念されている。 

また、学校生活においても、感染防止のために児童生徒同士の会話や遊びが制限され、楽

しみである給食も黙食を強いられる状況になっている。 

こうした中で今、「新しい生活様式」に基づいた新型コロナウイルス感染症に負けない教

育施策の実現が求められている。将来を担う子どもたちが、「三密」状態で授業を受ける状

況は、一刻も早く改善していかなければならない。 

長期にわたる休校などによる学習の遅れと格差を解消するためには、教師が児童生徒一人

一人に向き合い、実情に応じて丁寧に教えることが必要である。 

また、遅れを取り戻すため、児童生徒の理解が十分でないまま詰め込み授業を進めるので

はなく、「学習指導内容」を精選し、その学年のうちにどうしても身につけなければならな

いことと、複数年度にわたって学習できる項目を振り分けていくことが重要となる。 

以上の取り組みを円滑に実践していくためには、教職員の確保や増員も喫緊の課題となっ

ている。 

よって、国においては、こうした諸課題を解決し、豊かな知識を身につけた未来に活躍す

る多様な人材を輩出するため、次の措置を講ずるよう、強く要望する。 

 

記 

 

1  「新しい生活様式」を教育の場で実践するために、1クラスの人数を現状より少人数学 

級とすること。 

 

2 児童生徒一人一人の学習理解はもちろん、消毒や清掃、健康チェックなどにも充分に目

が行き届くよう、少人数学級に合わせて教職員の人数を確保及び増員すること。 

 

3 遅れを取り戻すための詰め込み授業や児童生徒が理解不十分なまま授業を進めないよ

う、学習指導内容を改善すること。 

 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 

 

令和 2 年 10 月 1 日 

北海道北広島市議会 


